
②仕様書改定案（機能要件）に関するご意見【法人住民税】 付番の現最大値を表示
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224 6 法人住民税 2.1.1. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算年月と関連付けされた作成年月日を保持する

場合は、決算月の替わりに当該項目により指定する

ことを許容する。

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算年月と関連付けされた申告書作成予定日を保

持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指

定することを許容する。

⑧：業務精度向上
・"作成年月日"は一般的な名称のため、具体的な名称(案："申告書作成予定日")への

見直しを検討いただきたい。
優先度2 1 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正を反映いたします。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

226 8 法人住民税 2.1.2. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算期と関連付けされた作成年月日を保持する場

合は、決算月の替わりに当該項目により指定するこ

とを許容する。

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算期と関連付けされた申告書作成予定日を保持

する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定

することを許容する。

⑧：業務精度向上
・"作成年月日"は一般的な名称のため、具体的な名称(案："申告書作成予定日")への

見直しを検討いただきたい。
優先度2 1 修正 共有・報告

ご指摘を踏まえて、以下のとおり記載を改めます。

「決算期と関連付けされた納付書作成予定日を保持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定することを許容する。」
問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

227 9 法人住民税 2.1.2. 3 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

通算法人の予定・中間申告書については、通算親

法人の決算年月等を基に自動判定して作成対象と

できること。

＜機能要件(F列)＞

通算子法人の各申告書用の納付書については、通

算親法人の決算年月等を基に自動判定して作成

対象とできること。

⑧：業務精度向上
・通算子法人について納付書一括作成の対象とする判定に関する要件と考える。2.1.2.の

枝番1及び枝番2と同様の表記とするため。
優先度2 11 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、納付書に関する要件としての記載を明確にするために以下のとおり改めさせていただきます。

＜機能要件(F列)＞

「通算法人の予定・中間申告書用の納付書については、通算親法人の決算年月等を基に自動判定して作成対象とできること。」

通算子法人の申告書全般に関する機能とすれば、機能要件2.1.2.の実装すべき機能として要件を改めるべきであり、機能要件2.1.2.枝3.の実装してもしなくても良い機能は、あくまでも予定・中間申告手続きに係るグループ通

算制度への過渡期対応に伴う機能を定義するものです。したがって、機能要件2.1.2.枝3.で各種申告手続きに関する自動判定機能を定義することは差し控えたく考えております。

問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

228 10 法人住民税 2.1.3. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算年月と関連付けされた作成年月日を保持する

場合は、決算月の替わりに当該項目により指定する

ことを許容する。

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算年月と関連付けされた申告書作成予定日を保

持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指

定することを許容する。

⑧：業務精度向上
・"作成年月日"は一般的な名称のため、具体的な名称(案："申告書作成予定日")への

見直しを検討いただきたい。
優先度2 1 修正 共有・報告

ご指摘を踏まえて、以下のとおり記載を改めます。

「決算年月と関連付けされた申告書等作成予定日を保持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定することを許容する。」
問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

229 11 法人住民税 2.1.6. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
＜枝番(D列)＞

1

＜枝番(D列)＞

(空欄)
⑧：業務精度向上 ・該当項番(2.1.6.)は１項目のみであり枝番は不要と考えるため。 優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正を反映いたします。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

230 12 法人住民税 2.1.11. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算期と関連付けされた作成年月日を保持する場

合は、決算月の替わりに当該項目により指定するこ

とを許容する。

＜機能要件(F列)＞

(前略)

決算期と関連付けされた申告書作成予定日を保持

する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定

することを許容する。

⑧：業務精度向上
・"作成年月日"は一般的な名称のため、具体的な名称(案："申告書作成予定日")への

見直しを検討いただきたい。
優先度2 1 修正 共有・報告

ご指摘を踏まえて、以下のとおり記載を改めます。

「決算期と関連付けされた申告書等作成予定日を保持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定することを許容する。。」
問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。

異論ございませんが、文末に句点が２つ付いていますので修正をお願

いします。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

231 13 法人住民税 2.1.17. 2 ②：要件変更 ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

申告書の整理番号欄に、申告整理番号（若しくは

発行整理番号）を出力できること。

また、これらの整理番号を利用して、申告書作成法

人一覧などの発行管理帳票又は画面で対象申告

書が特定できること。

＜機能要件(F列)＞

申告書の整理番号欄に発行整理番号を出力できる

こと。

また、発行整理番号を利用して、申告書作成法人

一覧などの発行管理帳票又は画面で対象申告書

が特定できること。

⑤：過剰な要件
・機能要件1.1.1.枝番2で申告整理番号は申告書の登録連番としている。

このため、申告書出力時に申告整理番号の出力は不可能であると考えるため。
優先度2 2 修正 共有・報告

ご指摘のとおり修正を反映いたします。

なお、機能要件1.1.1.枝番2の要件の考え方・理由に記載している【用語整理】より「発行整理番号（申告書の発行番号）」として改めます。
問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

232 14 法人住民税 2.1.18. 2 ②：要件変更 ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

申告書の整理番号欄に、申告整理番号（若しくは

発行整理番号）を出力できること。

また、これらの整理番号を利用して、申告書作成法

人一覧などの発行管理帳票又は画面で対象申告

書が特定できること。

＜機能要件(F列)＞

申告書の整理番号欄に発行整理番号を出力できる

こと。

また、発行整理番号を利用して、申告書作成法人

一覧などの発行管理帳票又は画面で対象申告書

が特定できること。

⑤：過剰な要件
・機能要件1.1.1.枝番2で申告整理番号は申告書の登録連番としている。

このため、申告書出力時に申告整理番号の出力は不可能であると考えるため。
優先度2 2 修正 共有・報告

ご指摘のとおり修正を反映いたします。

なお、機能要件1.1.1.枝番2の要件の考え方・理由に記載している【用語整理】より「発行整理番号（申告書の発行番号）」として改めます。
問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

233 15 法人住民税 2.2.3. 2 ②：要件変更 ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

調定締め処理を行える機能を有し、調定締め後は

対象申告の削除を制御できること。

＜機能要件(F列)＞

調定締め後は対象申告の削除を制御できること。
⑧：業務精度向上

・”調定締め処理を行える機能”については別途機能要件を定義いただきたい。(項番7.1.調

定処理への追加が適正と考えます。)

これに伴い、当項目の要件は調定締め処理に伴う申告削除処理の制御のみとすることを提

案するものです。

優先度2 修正 共有・報告

機能要件2.2.3.は、申告書登録・課税作成に係る機能のうち訂正・削除を定めるものであり、左記の意見を踏まえて、”調定締め処理を行える機能”については機能要件7.1.にて定義する整理に改めます。

なお、WTと併行して、以下の機能要件3.1.8.枝2に係る新規追加要件の実現可能性を念のため、APPLICに確認中でございます。

＜修正案＞

■機能要件2.2.3.枝2　実装してもしなくても良い機能　【変更】

「調定締め処理を行える機能を有し、調定の締め処理を実施後は、対象申告の削除を制御できること。」

要件の考え方・理由

「地方団体の運用の方式として、会計年度内においても月次等の周期で調定の「締め処理」を行う場合があり、締め処理を行う地方団体にあっては、　機能要件7.1.5.にて、調定の「締め処理」を実施する地方団体の運用に際

して、締め処理後に申告調定の削除が行えると、その締め処理の目的が達成できないことから、締め処理を行う場合には申告調定の削除を制御できる機能を定義した。ただし、締め処理を行わない地方団体も一定数存在するこ

とから、実装してもしなくても良い機能としている。　機能要件7.1.5.と併せて実装してもしなくても良い機能として定義している。」

■機能要件3.1.8.枝2　実装してもしなくても良い機能　【新規追加】

「調定の締め処理を実施後は、更正・決定処理の取消及び変更を制御できること。」

要件の考え方・理由

「機能要件7.1.5.にて、調定の「締め処理」を実施する地方団体の運用に際して、締め処理後に更正・決定処理の取消や変更が行えると、その締め処理の目的が達成できないことから、締め処理を行う場合には更正・決定処理

の取消や変更を制御できる機能を定義した。機能要件7.1.5.と併せて実装してもしなくても良い機能として定義している。」

■機能要件7.1.5.　実装してもしなくても良い機能　　【新規追加】

「調定締め処理を行える機能を有すること。」

要件の考え方・理由

「地方団体の運用の方式として、会計年度内においても月次等の周期で調定の「締め処理」を行う場合があるため定義している。ただし、締め処理を行わない地方団体も一定数存在することから、実装してもしなくても良い機能と

している。

調定締め処理の対象期間は本標準仕様書で厳格に定めるものではない。なお、調定の「締め処理」実施後に当該締め処理の結果を失する処理が行われることを防ぐ目的から、申告調定の削除を制御する機能を機能要件

2.2.3.枝2にて定め、更正・決定の調定年月日の変更を制御する機能を機能要件3.1.8.枝2にて定めている。」

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正
APPLICへの照会を通じて実現可能性についても確認できたため、左記の法人住民税WT修正

方針のとおりに修正いたします。

234 16 法人住民税 7.1. ①：要件追加 ①：新規意見
＜機能要件(F列)＞

調定締め処理を行える機能を有すること。
⑧：業務精度向上

・機能要件2.2.3.枝番2に記載の"調定締め処理を行える機能を有し、"についての機能要

件追加を検討いただきたい。

・対象期間(月次等)、調定締め処理の取消可否、調定締めに伴う制御(※)等を記載いた

だきたい。

※申告情報の削除のみ2.2.3.に記載済ですが、3.1.8.(更正・決定の調定年月日変更を

可能とする要件)等にも影響がある認識です。

優先度2 修正 共有・報告 連番233に併せて、左記のとおり修正を反映します。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

235 17 法人住民税 2.2.3. 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜備考(I列)＞

修正申告と区別するため、修正ではなく「訂正」とし

ている。

＜備考(I列)＞

(空欄)
⑧：業務精度向上

・当項番には"訂正"の記載はなく記載されている備考は2.2.3.枝番1の内容と考えるため、

枝番2の備考は削除を検討いただきたい。
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正を反映いたします。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

237 19 法人住民税 2.2.41. 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

通算子法人における予定申告の申告期限及び納期

限は、当該通算親法人の事業年度の６月経過日

から２月で設定し、税額計算ができること。

1.1.16.1.で関連付けした通算親法人の事業年度

を参照するほか、法人申告単位での手動による設定

も許容される。

⑧：業務精度向上

・”通算親法人の事業年度を参照せず、手動による設定も許容する”とあるが、通算子法人

の通算開始初年度については、事業年度の手動入力(変更)を許容するという理解でよいで

しょうか？

これは2.2.17.の「実装しない機能」の内容と矛盾するのではないか？

→2.2.17の実装しない機能は「申告入力時に変更した事業期間を法人基本情報へ反映

しない」だけとするのであれば記載の修正を検討いただきたい。

優先度2 修正 共有・報告

機能要件2.2.17が読み取りづらく、意味が正確に伝わらないことが確認できました。

また、地方団体のみならずAPPLICからも同旨の意見を頂戴しているため、以下のとおり要件を改めたく考えております。

機能要件2.2.17を以下の①②の要件に分解して、定義する。

【実装すべき機能】

①最新事業年度の申告登録時に、法人基本情報で管理する事業年度と異なる事業年度を申告情報として登録する場合には、アラートを出力すること。

【実装しない機能】

②また、申告登録時に変更した決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業年度を、法人基本情報へ反映できる機能

問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。

機能要件の分解には、異論ございません。

②の文末について、他要件にあわせて「～反映できること。」と表記す

ることを提案します。

修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

238 20 法人住民税 2.3.7. ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

紙で受領した課税標準額通知 と法人住民税システ

ム上の課税情報のチェックを法人単位で個別に行え

ること。

個別に処理済に変更できること。

＜機能要件(F列)＞

課税標準額通知データと法人住民税システム上の

課税情報のチェックを法人単位で個別に行えること。

個別に処理済に変更できること。

紙で受領した課税標準額通知とチェックした結果とし

て、法人住民税システム上の課税情報を個別に処

理済に変更できること。

⑧：業務精度向上

・システム機能として"紙の課税標準額通知"と課税情報のチェックが実施できることに読めるた

め、修正願いたい。

　→意図は"紙の課税標準額通知の内容を元に担当者が課税情報の内容をチェックし、

チェック済であることを法人住民税システムに登録できること"であり、”紙の課税標準額通知の

内容を法人住民税システムに登録し、システムで課税情報とのチェックを実施することではな

い”と認識している。

優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正を反映いたします。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

239 21 法人住民税 4.1.1. 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

未申告の法人に対して、調査した結果を管理できる

こと。法人基本情報を基に、システム登録されている

情報を流用することも許容する。

⑦：業務効率化
・"システムに登録されている情報を流用することも許容する。"と記載がありますが、どのような

仕組みを想定しているのが教示いただきたい。
優先度2 修正 共有・報告

"システムに登録されている情報を流用することも許容する。"の文脈が伝わりづらいというご指摘と受け止めました。

本要件が定義したい旨は、未申告法人の調査結果を管理する際に、当該法人に関して法人基本情報として既にシステム登録をしている内容が存在する場合には、その情報に基づいて（当該登録内容を流用するような操作に

よって）登録することも可能とすることを規定している次第です。

ご指摘を踏まえて、要件の記載を明確化するために、以下のとおり修正したく思います。

＜修正案＞

旧：未申告の法人に対して、調査した結果を管理できること。

法人基本情報を基に、システム登録されている情報を流用することも許容する。

新：未申告の法人に対して、調査した結果を管理できること。

調査結果を登録するに際しては、既に法人基本情報としてシステム登録している情報を参照して登録することもできること。

問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

240 22 法人住民税 8.1.3. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
＜枝番(D列)＞

(空欄)

＜枝番(D列)＞

1
⑧：業務精度向上 項番8.1.3.が3行存在するが、3行とも枝番が空欄となっているため記載いただきたい。 優先度2 4 修正 共有・報告 ご指摘のとおり、機能要件8.1.3.に枝番を追記して修正いたします。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。

項番と枝番が機能IDの設定方法に関わらないのであれば、異論ござ

いません。

機能IDの管理方針として「業務コード3桁＋機能コード4桁で重複

なく飛び番がないように」と示しているため、枝番を廃止し、項番を分

けることを提案します。

修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

241 23 法人住民税 8.1.3. 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
＜枝番(D列)＞

(空欄)

＜枝番(D列)＞

1
⑧：業務精度向上 項番8.1.3.が3行存在するが、3行とも枝番が空欄となっているため記載いただきたい。 優先度2 4 修正 共有・報告 同上 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。

項番と枝番が機能IDの設定方法に関わらないのであれば、異論ござ

いません。

機能IDの管理方針として「業務コード3桁＋機能コード4桁で重複

なく飛び番がないように」と示しているため、枝番を廃止し、項番を分

けることを提案します。

修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

242 24 法人住民税 8.1.3. 3 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
＜枝番(D列)＞

(空欄)

＜枝番(D列)＞

1
⑧：業務精度向上 項番8.1.3.が3行存在するが、3行とも枝番が空欄となっているため記載いただきたい。 優先度2 4 修正 共有・報告 同上 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。

項番と枝番が機能IDの設定方法に関わらないのであれば、異論ござ

いません。

機能IDの管理方針として「業務コード3桁＋機能コード4桁で重複

なく飛び番がないように」と示しているため、枝番を廃止し、項番を分

けることを提案します。

修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

243 25 法人住民税 8.1.3. 2 ②：要件変更 ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

検索条件を指定して、法人を検索できること。検索

条件には以下を含むこととする。

＜検索条件＞

・市町村内事務所の名称

＜機能要件(F列)＞

検索条件を指定して、法人を検索できること。検索

条件には以下を含むこととする。

＜検索条件＞

・決算月

・申告月

・eLTAX利用者ID

・代表者名

・市町村内事務所の名称

⑦：業務効率化

・新規行(枝番：2)として追加しているが、1.0版の実装してもしなくても良い機能(枝番：

3)と統合するのが良いのではないでしょうか？

→別要件としている意図があれば、ご教示ください。

優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正を反映いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

244 26 法人住民税 8.1.3. 3 ③：要件削除 ①：新規意見

＜機能要件(F列)＞

以下の条件で法人を検索できること。

＜検索条件＞

・決算月

・申告月

・eLTAX利用者ID

・代表者名

⑦：業務効率化

・2.0版(案)で追加した新規行(枝番：2)と統合し、当項目(枝番：3)は削除するのが良

いのではないでしょうか？

→別要件としている意図があれば、ご教示ください。

優先度4 3 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正を反映いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。

連番2416では、「eLTAX納税者ＩＤ」を検索条件としており、法

人を特定するにはそのほうが適切と思われますが、「eLTAX利用者

ＩＤ」とする理由があるのであれば、両方で検索できることが望ましい

と考えます。

問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

なお、検索条件では、実装すべき機能にてeLTAX納税者IDを定義し、実装してもしなくても良

い機能にてeLTAX利用者IDを定義しています。

247 29 法人住民税 8.2.2. ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜要件の考え方・理由(J列)＞

不均一課税については、団体ごとに適用条件が異な

ることから、団体ごとの適用条件をセットアップ作業等

で対応することでも差し支えない。

＜要件の考え方・理由(J列)＞

不均一課税については、団体ごとに適用条件が異な

ることから、団体ごとの適用条件をセットアップ作業等

(ソースコードの改修は含まない)で対応することでも

差し支えない。

⑤：過剰な要件

・”団体ごとの適用条件をセットアップ作業等で対応する”の記載にある"セットアップ作業等”に

はプログラム修正(=パッケージ改修)は含まないという認識でよろしいでしょうか？

・団体固有の適用条件に対応するためのプログラム修正はカスタマイズに該当する認識であ

り、本編1-2(2)に記載の"カスタマイズを原則不要とする”に抵触することが懸念されます。一

方プログラム修正をしない形で各団体の条件(条件に使用する項目定義なし)を設定作業の

みで適用可能とするには改修規模が大きくなることから確認させていただきたいものです。

優先度2 修正 共有・報告

質問への回答としては、記載されているとおりセットアップ作業等にプログラム修正(=パッケージ改修)は含まないという認識になります。しかしながら、ここで要件の考え方・理由に記載していた趣旨としては、地方自治体が独自に定め

る条例に基づく不均一課税を定める設定においては地方団体ごとにその適用条件が当然異なる部分であるため、本仕様書により拘束しないために現行の記載としているものとなります。

これを踏まえて、要件の考え方・理由を以下のとおり改めたいと思います。

＜修正案＞

「不均一課税については、団体ごとに適用条件が異なることから、団体ごとの適用条件をセットアップ作業等で対応することでも差し支えない。これは、地方団体が独自に定める条例に基づく不均一課税に係る適用条件設定の機能

を実装すべき要件として求めるものの、地方団体によって当然に異なるその適用条件の詳細が標準仕様書によって拘束されないために定義するものとなる。」

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

336 32 法人住民税 1.1.8. 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

課税区分に「課税免除」を登録できること。

課税免除の法人は、申告書送付対象、未申告管

理の対象とならないこと。

また、法人税割課税に対応できること。

課税区分に「課税免除」、「法人税割課税」を登録

できること。

課税免除の法人は、申告書送付対象、未申告管

理の対象とならないこと。

⑧：業務精度向上

1.1.8-1で「課税区分：法人税割課税」が打ち消されているが、本項目で記載されている

「法人税割課税に対応出来ること」が具体的にどのように実装することを想定しているか不明

確である。（課税区分として管理するという意味であれば、修正後のような定義をすることが

望ましい。）

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 6 修正 共有・報告 連番3208と同じ意見のため割愛。 ー 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 連番3208と同じ。 ー 意見無。 割愛 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

337 33 法人住民税 2.1.1. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

指定した決算年月の法人を対象に、申告書を一括

で作成できること。

＜一括出力対象＞

・予定申告書（第20号の３様式）

・確定申告書（第20号様式）

・均等割申告書（第22号の３様式）

決算年月と関連付けされた作成年月日を保持する

場合は、決算月の替わりに当該項目により指定する

ことを許容する。

「決算年月と関連付けされた作成年月日」という意

味を明確にする表現へ変更する。
⑧：業務精度向上

「決算年月と関連付けされた作成年月日」というのは具体的にどのようなものを指すのか、内

容を明確に定義されなければ実装が困難であるため。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 1 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、「決算年月と関連付けされた申告書作成予定日」に改めます。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

WT検討結果を踏まえた第2.0版修正方針

帳票レイアウト

関連意見

（該当○）

分類用フラグ 令和４年度　全国意見照会結果を踏まえた第2.0版修正方針（案） WT構成員　回答集約

連番
業務

（選択肢から選択）
項番 枝番

意見の分類
（選択肢から選択）

現行システム区分
（選択肢から選択）

優先度
新規意見区分

（選択肢から選択）

要件

業務内

連番

意見の根拠

運用想定



338 34 法人住民税 2.1.2. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

指定した決算期の申告書に対応する納付書（第

22号の４様式）を一括で作成できること。

確定申告について、申告期限の延長が登録されてい

る法人には、申告書用と見込納付用の2部を同時

に出力できること。

＜一括出力対象＞

・予定申告書用

・確定申告書用

・見込納付用

・均等割申告書用

決算期と関連付けされた作成年月日を保持する場

合は、決算月の替わりに当該項目により指定するこ

とを許容する。

「決算年月と関連付けされた作成年月日」という意

味を明確にする表現へ変更する。
⑧：業務精度向上

「決算年月と関連付けされた作成年月日」というのは具体的にどのようなものを指すのか、内

容を明確に定義されなければ実装が困難であるため。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 1 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、「決算年月と関連付けされた納付書作成予定日」に改めます。 問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

483 39 法人住民税 1.1.9. ⑥：表現の見直し ①：新規意見

関与税理士の情報を一意に管理して登録できるこ

と。なお、個別の直接入力ではなくマスタ管理を前提

とし、法人住民税システムでマスタ管理する以外に、

宛名管理システムにおいて管理している税理士情報

を関連付けして表示することも許容する。

関与税理士の情報を一意に管理して登録できるこ

と。なお、個別の直接入力ではなくマスタ管理を前提

とし、法人住民税システムでマスタ管理する以外に、

宛名管理システムにおいて管理している税理士情報

を関連付けして表示することも許容する。

ただし宛名管理システムを利用する場合は、当該税

理士情報が法人住人税システムで利用している税

理士情報であることを判別できるとともに、税理士と

して抽出等が可能であること。

⑦：業務効率化

宛名管理システムで利用している実在の個人としての宛名や住所と、業務上で利用する事

務所名・事務所所在とは、必ずしも一致しないため、混同しないことを担保する必要があると

思われる。

また税理士マスタとして期待される検索機能等が失われないことも担保する必要があると思

われる。

同一の関与税理士に依頼している法人の一覧を検

索する。

税理士の事務所と、市民としての税理士個人の住

所とを切り分けて管理する。

※現行システムでは税理士は名称・住所・電話番

号のみ管理しており、これを、ただ宛名管理システム

への登録だけで代用するといった機能のみでは、税理

士マスタとして期待される検索機能等が不足する可

能性があるため。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 要検討 意見聴取

左記の意見が求める機能及び運用想定は、以下の内容と承りました。

（１）宛名管理システムに登録されている税理士情報と法人住民税システムに登録している税理士情報の合致判別が可能であること。

（２）（１）に関連して、宛名管理システムでは、「税理士として事務所登記している住所」と「当該税理士が一市民として居住するための個人の住所」とを切り分けて管理できること。（税理士マスタとして期待される検索機能

を確保する目的のため）

（３）税理士情報が税理士マスタとして管理されている場合、特定の税理士ごとに関与している法人の一覧表を抽出することができること。（税理士マスタとして期待される検索機能を確保する目的のため）

これについては以下のとおり整理し、対応いたします。

（１）機能要件1.1.9.の現行の記載で実現可能であると考えております。

（２）新たに定義する場合には、宛名管理システムに関する要件として税務共通の機能要件（1.1.1.枝9など）で定義する余地があります。こちらはWT構成員に、ニーズを確認して検討します。

税理士マスタとして期待される検索機能を確保する目的を達成することが可能と考えております。

（３）帳票要件No.56「税理士関与法人一覧」で実現可能となります。

WT構成員の皆様におかれましては、以下の質問にご回答いただきたく思います。

＜質問＞

①　上記の（２）を踏まえて、税理士マスタとして期待される検索機能を確保する目的から、以下の要件が必要と考えますでしょうか。

要件案：「宛名管理システムで「税理士として事務所登記している住所」と「税理士が一市民として居住するための個人の住所」とを切り分けて管理できること。」

②　①について、そもそも貴団体の現行運用では、「税理士として事務所登記している住所」と「税理士が一市民として居住するための個人の住所」とを切り分けて管理していますでしょうか。

③　②にて、貴団体が「税理士として事務所登記している住所」と「税理士が一市民として居住するための個人の住所」とを切り分けて管理している場合、どのように管理していますでしょうか。

例：税務システム内で管理している、若しくは税務システム外で●●●の様式を活用して管理している・・・など、具体的な運用状況を記載してください。

※複数の地方団体から重複して受けた意見でないため、要件として追加する必要性を格別に確認できなければ、追加しない整理といたしますのでご承知おきください。

①について

一つの宛名で税理士と住民を兼ねて管理することを許容する場合は

区別できるようにする必要があると考えます。

②について

切り分けての管理はしていません。税理士マスタは宛名管理システム

で管理しておらず、法人住民税システムでのみ管理しています。

③について

切り分けての管理はしていないため対象外。

①必要と考える

②管理していない

③　－

①必要

②している

③税理士として事務所登記している住所は宛名管理画面で権利し

ており、個人の住所は住基画面で管理している。

当市では税理士情報は活用していません。

（税理士マスターはシステムにはあるが、現在は使用していない。）

①②宛名システムで「税理士として事務所登記している住所」は、

法人宛名（法人基本台帳の本店所在地、名称などの共通部分と

して兼用）が存在していて、「税理士が一市民として居住するための

個人の住所」は、住民票があれば税理士でなくても個人宛名が存在

している。

③切り分けて管理しているといえるのかわからないが、それぞれリンクし

た使い方はしていない（別もの）。

①必要

②切り分けしている

③税目ごとに別宛名コードを附番している

①　そもそも関与税理士情報を管理していないため、わからないです

が、自宅を事務所として登録している税理士の方もいると思います

が、切り分けて管理できたほうがわかりやすいと思います。

②　関与税理士情報を管理運用していません。

本市では、税理士情報をシステムで管理しておりません。

①どちらでもよい

②していません

③していません

①について

一つの宛名で税理士と住民を兼ねて管理することを許容する場合は

区別できるようにする必要があると考えます。

②について

税理士マスタは宛名管理システムで管理しておらず、法人住民税シ

ステムでのみ管理しています。

③について

対象外のため割愛。

①　現在税理士情報をマスタ管理していないため、要件の追記は必

須とは考えない。

②　現行システムでは、税理士マスタ機能なし

①ご提示の要件案の追加で問題ございませんが、「一市民」ではなく

「一住民」と表記すべきと考えます。

②③は回答を控えます。

変更なし

質問①で必要性も確認できるものの、質問②を見るに回答した８団体中６団体が現に実装し

ていない機能となっています。加えて、A市やE市のように代替運用も確認できることから、今回の

第2.0版への改版に際して要件を追加することは差し控えさせていただきます。

484 40 法人住民税 2.2.X. 1 ①：要件追加 ①：新規意見 -
納税義務者の還付口座情報については、収納管理

システムの口座情報を参照できること。
⑦：業務効率化 機能要件_個人住民税1.1.26.と記載粒度をそろえるため

申告書に記載されている還付口座について、税目ご

とに登録する収納システムの状況を照会し確認でき

る機能が必要。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 12 ○ 修正 共有・報告

機能要件１.１.１.枝１にて、実装すべき機能として、還付口座情報の登録機能を設けているため、当該要件の備考欄にて、以下の記載を追記いたします。

なお、当該意見を踏まえて、全税目で共通した記載ぶりとなるよう平仄合わせを実施した結果として、以下の対応となりましたことを補足させていただきます。

機能要件１.１.１.枝１　法人基本情報管理　備考欄

「還付口座情報については、収納管理システム等のサブシステムからの参照も可とする。」

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

485 41 法人住民税 2.2.X. 2 ①：要件追加 ①：新規意見 -

納税義務者の還付口座情報については、収納管理

システムの口座情報を管理（設定・保持・修正）で

きること。

⑦：業務効率化 機能要件_個人住民税1.1.26.と記載粒度をそろえるため

申告書に記載されている還付口座について、税目ご

とに登録するのが収納システム側の仕様であるが、法

人住民税システムから反映させる機能としても、業務

上は問題ないため、実装してもしなくてもよい機能と

して仕様書に記載する。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 12 ○ 変更なし 共有・報告

機能要件１.１.１.枝１にて、実装すべき機能として、還付口座情報の登録機能を設けているため、既に対応しております。

■参考情報

機能要件１.１.１.枝１　法人基本情報管理

法人設立（設置）届、異動届及び申告書等に基づき、以下の法人基本情報を登録できること。

＜法人基本情報＞

・・・（略）・・・

・還付口座情報

・・・（略）・・・

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 変更なし 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

512 45 法人住民税 2.3.1.

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 - - ⑦：業務効率化

課税標準データの取り込みを行えるようになったが現状は紙印刷を行っており、取り込みの意

義がない。通知書の数も多く業務の改善とともに印刷物の減少十効率化のために必要であ

る、

eLTAXシステムより取り込みを行い、取り込み時に突

合を行い、課税の税額が一致する場合にはエラーは

発生せず、不一致エラーや重複エラーによって増額

更正、減額更正の対象法人や未申告法人の判

別、課税を行うため。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

513 46 法人住民税 2.3.10

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 - - ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

514 47 法人住民税 2.3.11

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 - - ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

588 48 法人住民税 8.2.1 1 ⑥：表現の見直し ②：前回記載意見 各種設定コードのメンテナンスができること。

各種設定コードのメンテナンスができること。

なお、具体的にどのコードを職員が変更可能とするか

は実装に委ねることとする。

⑤：過剰な要件 システムの許容範囲内での対応に限定させるため
任意のタイミングでシステムが許容するコードに対して

職員がメンテナンスするため

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 6 修正 共有・報告 要件の考え方・理由に記載いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

669 49 法人住民税 2.1.3. 1

④：実装類型変更

（実装すべき→実装し

てもしなくても良い/実

装しない）

①：新規意見 ⑤：過剰な要件

「要件の考え方・理由」に、「～実装してもしなくても良い機能として定義した。」と記載あるに

もかかわらず、「実装類型：実装すべき」となっている。

※その他の項番において、同様の修正個所が複数あります。

- ④：スクラッチ開発で実装 優先度4 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、該当箇所を修正するとともに、本対応方針の反映時に全体を再度確認いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

1138 66 法人住民税 2.1.1. 3

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

要件の考え方・理由にて「・・・、実務上の処理件数に鑑み、実装してもしなくてもよい機能と

している。」とありますが、地方税法に規定されているとおりにできることは必要であると考えま

す。また、大規模団体ほどシステムの機能にて対象を捕捉し、適法な事務処理を行うことは

必須であり、項番2.1.6.枝番1【送付対象管理（一括処理）】、項番2.2.17.枝番1

【予定申告書出力項目】及び項番2.2.41.枝番2【申告入力（予定・修正予定申告）】

等にて予定申告書作成対象の抽出又は予定申告税額を自動計算及び出力できること等

が実装すべき機能として定義していることを考慮しても【実装すべき機能】とすべきと考えま

す。

現行システムでは、改修予定です。 優先度1 3 要検討 意見聴取

当該要件は、通算制度の加入時に限って発生するレアケースの処理機能であり、実装した場合にも一時的な利用に留まることを踏まえて、実装してもしなくても良い機能に位置付けた経緯があります。

しかしながら、これまでの検討経過より、ベンダ事業者から実現性について疑義が付されている訳ではないため、実装すべき機能とすべきかの必要性について、改めてWT構成員の皆様のご意見を確認して、検討したく思います。以下

の質問について、ご回答ください。

＜質問＞

①　（現時点では、実装してもしなくても良い機能として整理していることを踏まえて）標準準拠システムの調達時に、貴団体では当該機能を利用する（要望する）ご予定でしょうか。

②　実装すべき機能に位置付けた方が良いとお考えでしょうか。若しくは、実装してもしなくても良い機能で支障が無いとお考えでしょうか。

③　②における貴団体のご回答について、その理由や検討経過をご教示ください。

①について

利用したいと考えます。

②について

実装すべき機能に位置づけた方が良いと考えます。

③について

確かに限定的なケースであり、実務上の処理件数もごく少数と想定

されますが、意見の根拠にあるとおり、地方税法に規定されているとお

りにできることは必要であり、適法な事務処理を行うことは必須とのご

意見はごもっともと考えるため。

①未定

②実装してもしなくても良い機能で支障が無い。

③件数自体少なく、現段階で送付していないが特に支障はないた

め。

①利用する

②実装すべき

③適法な事務処理を行うため

①あれば利用する

②実装してもしなくても良い機能で支障が無い

③該当ケースは少ないと思われるため

①利用したい機能です。

②「実装してもしなくてもよい機能」でいいと思います。

③利用したくない自治体もあると思うため

通算制度の加入時だけとはいえ、すごいレアケースではないと考え、

加入と届出のタイミングにもよるが実現可能な範囲で処理機能は必

要と考えます。

①利用の予定

②位置づけたほうが良い

③実務において支障は出ないかとは思うが、法にシステムは従うべきと

考えるため

①　要望したい

②　実装すべき機能

③　該当がない市町村もあるとは思いますが、意見詳細にも記載の

あるとおり大規模団体ほど適法な事務処理が求められるので、1件で

も該当があるまたは今後必要になる可能性があるならば実装すべき

であると思います。

①現行システムでは、システム改修ではなく個別にＥＵＣ等で対応

する予定です。

②実装が望ましいと考えますが、開発期間や費用を考慮すると現実

的な対応を選択せざるを得ません。

③現行システムのベンダー担当者の考えや見通しを聴取しました。

①について

利用したいと考えます。

②について

実装すべき機能に位置づけた方が良いと考えます。

③について

確かに限定的なケースであり、実務上の処理件数もごく少数と想定

されますが、意見の根拠にあるとおり、地方税法に規定されているとお

りにできることは必要であり、適法な事務処理を行うことは必須とのご

意見はごもっともと考えるため。

①利用する予定である。

②実装すべき機能と位置付けた方が良いと考える。

③レアケースとは言え、年間一定数発生しており、またケースによって

は通常とは異なる事業年度の設定をする必要がある。事務の効率

化、適切な事業年度設定の観点からも、実装すべき機能として位

置づけることを希望する。

①回答を控えます。

②「実装必須機能」と位置付けた方が良いと考えます。

（基本方針0.8版及び横並び調整方針Bにて、実装分類を「実装

必須機能」「標準オプション機能」「実装不可機能」に定義を見直し

ています。）

③システムの処理により、算定可能なデータであれば、人の手による

入力よりシステムに判断させる方がミスを防ぐことが可能なためです。

変更なし

■WT構成員の回答集約

①機能要件2.1.1.枝3の利用予定について

利用を予定：７団体（A市、C市、E市、F市、H市、J市、K市）

あれば利用：１団体（D市）

未定：１団体（B市）

EUC等で対応：１団体（I市）

②機能の位置づけとして

実装すべき機能：６団体（A市、C市、F市、H市、J市、K市）

実装してもしなくても良い機能：４団体（B市、D市、E市、I市）

■WTを踏まえた第2.0版修正方針

WT構成員間でも意見が割れておりますが、該当する処理件数が少数であることを踏まえても、

適法な事務処理を担保すべきという意見が確認されました。

しかしながら、半数近くが実装してもしなくても良い機能で問題ないとご確認いただいていること及

びベンダ事業者側の開発期間等の標準化対応スケジュールを考慮した場合、実装すべき機能と

して位置付けて開発した後には既に利用されない若しくは利用が極少な機能となることが想定さ

れることから実装してもしなくても良い機能として据え置くことといたします。

1139 67 法人住民税 2.1.2. 3

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

要件の考え方・理由にて「・・・、実務上の処理件数に鑑み、実装してもしなくてもよい機能と

している。」とありますが、地方税法に規定されているとおりにできることは必要であると考えま

す。また、大規模団体ほどシステムの機能にて対象を捕捉し、適法な事務処理を行うことは

必須であり、項番2.1.6.枝番1【送付対象管理（一括処理）】、項番2.2.17.枝番1

【予定申告書出力項目】及び項番2.2.41.枝番2【申告入力（予定・修正予定申告）】

等にて予定申告書作成対象の抽出又は予定申告税額を自動計算及び出力できること等

が実装すべき機能として定義していることを考慮しても【実装すべき機能】とすべきと考えま

す。

現行システムでは、改修予定です。 優先度1 3 要検討 意見聴取

当該要件は、通算制度の加入時に限って発生するレアケースの処理機能であり、実装した場合にも一時的な利用に留まることを踏まえて、実装してもしなくても良い機能に位置付けた経緯があります。

しかしながら、これまでの検討経過より、ベンダ事業者から実現性について疑義が付されている訳ではないため、実装すべき機能とすべきかの必要性について、改めてWT構成員の皆様のご意見を確認して、検討したく思います。以下

の質問について、ご回答ください。

＜質問＞

①　（現時点では、実装してもしなくても良い機能として整理していることを踏まえて）標準準拠システムの調達時に、貴団体では当該機能を利用する（要望する）ご予定でしょうか。

②　実装すべき機能に位置付けた方が良いとお考えでしょうか。若しくは、実装してもしなくても良い機能で支障が無いとお考えでしょうか。

③　②における貴団体のご回答について、その理由や検討経過をご教示ください。

同上。

①未定

②実装してもしなくても良い機能で支障が無い。

③件数自体少なく、現段階で送付していないが特に支障はないた

め。

①利用する

②実装すべき

③適法な事務処理を行うため

①あれば利用する

②実装してもしなくても良い機能で支障が無い

③該当ケースは少ないと思われるため

同上

①利用の予定

②位置づけたほうが良い

③実務において支障は出ないかとは思うが、法にシステムは従うべきと

考えるため

①　要望したい

②　実装すべき機能

③　該当がない市町村もあるとは思いますが、意見詳細にも記載の

あるとおり大規模団体ほど適法な事務処理が求められるので、1件で

も該当があるまたは今後必要になる可能性があるならば実装すべき

であると思います。

①現行システムでは、システム改修ではなく個別にＥＵＣ等で対応

する予定です。

②実装が望ましいと考えますが、開発期間や費用を考慮すると現実

的な対応を選択せざるを得ません。

③現行システムのベンダー担当者の考えや見通しを聴取しました。

同上。 上記連番1138に同じ。

①回答を控えます。

②「実装必須機能」と位置付けた方が良いと考えます。

（基本方針0.8版及び横並び調整方針Bにて、実装分類を「実装

必須機能」「標準オプション機能」「実装不可機能」に定義を見直し

ています。）

③システムの処理により、算定可能なデータであれば、人の手による

入力よりシステムに判断させる方がミスを防ぐことが可能なためです。

変更なし

■WT構成員の回答集約

①機能要件2.1.2.枝3の利用予定について

利用を予定：７団体（A市、C市、E市、F市、H市、J市、K市）

あれば利用：１団体（D市）

未定：１団体（B市）

EUC等で対応：１団体（I市）

②機能の位置づけとして

実装すべき機能：６団体（A市、C市、F市、H市、J市、K市）

実装してもしなくても良い機能：４団体（B市、D市、E市、I市）

■WTを踏まえた第2.0版修正方針

WT構成員間でも意見が割れておりますが、該当する処理件数が少数であることを踏まえても、

適法な事務処理を担保すべきという意見が確認されました。

しかしながら、半数近くが実装してもしなくても良い機能で問題ないとご確認いただいていること及

びベンダ事業者側の開発期間等の標準化対応スケジュールを考慮した場合、実装すべき機能と

して位置付けて開発した後には既に利用されない若しくは利用が極少な機能となることが想定さ

れることから実装してもしなくても良い機能として据え置くことといたします。

1231 73 法人住民税 2.1.17. 1 ①：要件追加 ①：新規意見

一括作成時の出力項目は地方団体ごとに任意に設

定が可能なこと。

項目設定の画面を機能として提供する他、保守作

業として対応することも許容される。

また、個別作成において、ブランク発行（フォームの

み）、法人名・所在地・法人管理番号・法人番

号・申告区分のみの発行もできること。

（機能要件の文言に修正はないが、「要件の考え

方・理由」欄の＜実装すべき機能＞に記載されてい

ることの意味するところを明確化（ただし下記の意味

を含む意図でなければ明確化ではなく機能要望）

するもの）

「システムから出力・計算可能な項目」とは、均等割

月数を含み、例えば、事務所等の閉鎖により均等割

月数が「６月」に満たない場合は、法人台帳情報を

参照し、閉鎖等を加味した正しい均等割月数ならび

に均等割額が出力される仕様とする。

⑦：業務効率化

予定申告書における均等割月数が一律「６月」で出力される場合、

申告書・納付書の送付時に申告書修正のために対象法人の申告書を抜き出す作業が発

生すること。誤納による還付や法人への連絡、法人からの問い合わせ等の対応が発生するた

め。

使用頻度：月に１度

運用想定

申告書納付書出力時に担当職員で作業を加えるこ

となく、発送を迎えることができるようにするため。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 修正 共有・報告

帳票印字項目・諸元表にて、予定申告書では「均等割月数」を定義しているため当然にシステムから出力・計算可能な項目に含まれます。

要件の記載を明確化するために、帳票印字項目・諸元表の予定申告書における「均等割月数」にて、備考へ以下の内容を追記します。

（併せて、第20号の３様式記載の手引に文言を揃えるために、機能要件1.1.1.枝1の異動区分も「事務所廃止」→「事務所等廃止」に改めたいと考えています。）

＜追加する文案＞

『この月数は、暦に従って計算し、１月に満たないときは１月とし、１月に満たない端数を生じたときは切り捨てて記載する。

算定期間中に事務所等又は寮等の新設又は廃止があった場合は、その月数には新設又は廃止の日を含む。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

1277 75 法人住民税 1.1.1 1 ②：要件変更 ①：新規意見 ・申告書送付区分（要／不要）
・申告書送付区分（要／不要）（申告毎に設定

する）
⑦：業務効率化

予定申告のみ、確定申告のみ送付して欲しいなどの希望があるため個別に設定する必要が

あるため。

法人の希望に合わせて登録して申告書を送付する

ため。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおり反映いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

1278 76 法人住民税 4.1.2 ①：要件追加 ①：新規意見

申告勧奨通知の作成の際に、複数年度未申告の

法人については複数年度分まとめた通知が作成でき

ること。

⑦：業務効率化 複数年度の通知を送付する際に郵便代が余分にかかるため。 複数年度の通知を１枚にまとめ郵送するため。
①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 ○ 要検討 意見聴取

以下の要件を追加する必要性について、WT構成員の皆様のご意見を確認して、検討したく思います。

質問について、ご回答ください。

■機能要件４.１.２.枝２ 実装してもしなくても良い機能　【新規追加】

申告勧奨通知の作成の際に、複数年度未申告の法人については複数年度分まとめた通知が作成できること。

＜質問＞

①　貴団体の運用を踏まえた時に、上記の要件を新規追加することは必要と考えるでしょうか。

（これまでに意見が出ておらず、他の地方団体からも共通する意見を受けていない状況を踏まえて、追加するとしても実装してもしなくても良い機能に留める想定です。）

実際に複数年度分が未申告となるケースはあるため、実装してもし

なくても良い機能として追加して問題ないと考えます。
①必要と考える ①必要ない 当市では必要性を感じません。

同じ法人で５事業年度分の申告勧奨通知がシステムから出力され

たとき、システムとは別で１枚の申告勧奨通知にワードなどで作成し

直して使用すると思うので、実務を考えるとあればほしい機能です。

①あることが望ましい（必須とまでは言えないが、ないと事務処理が

増えるため）

現状、複数年度まとめて作成されているため、できれば追加してほし

い。

①複数年度分まとめた通知が作成できれば使用する想定です。

「実装してもしなくても良い機能」で良いと考えます。

実際に複数年度分が未申告となるケースはあるため、実装してもし

なくても良い機能として追加して問題ないと考えます。

必要と考えない。

現行直近事業年度の申告勧奨のみを行っているため。

「標準オプション機能」として追加するのであれば、問題ないと考えま

す。

（基本方針0.8版及び横並び調整方針Bにて、実装分類を「実装

必須機能」「標準オプション機能」「実装不可機能」に定義を見直し

ています。）

追加

必要性が認められる意見が多数確認できたことから、以下の機能要件を新規に追加いたします。

■機能要件４.１.２.枝２ 実装してもしなくても良い機能　【新規追加】

申告勧奨通知の作成の際に、複数年度未申告の法人については複数年度分まとめた通知が作

成できること。

1409 77 法人住民税 2.2.3. 2 ②：要件変更 ①：新規意見
調定締め処理を行える機能を有し、調定締め後は

対象申告の削除を制御できること。
⑧：業務精度向上 調定締め後に申告削除ができることという解釈でよろしいでしょうか。 優先度2 修正 共有・報告 事業者からの質問であり、かつ連番233より要件の記載を改めるため割愛。 ー 意見なし わかりました。 割愛。 ー 意見無。 割愛 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

1595 78 法人住民税 1.1.19. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 なし
法人住民税システム上登録した異動内容にあわせ

て事業年度を手入力で設定できること。
⑤：過剰な要件

事業年度が何を指しているか不明瞭である。

項番の分類が基本情報登録・修正であるため、項番1.1.1の基本情報管理の「決算期

（半年決算法人の管理を含む）又は事業年度」を指しているのか。

申告書登録時の事業年度を指しているのであれば、実装しない機能とされている項番

2.2.17の前半部分と重複するのではないか。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 修正 共有・報告

ご指摘を踏まえて、以下のとおり修正します。

「法人住民税システム上登録した異動内容にあわせて決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業年度を手入力で設定できること。」
問題ありません。 意見なし 問題ありません。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

1768 79 法人住民税 1.1.19. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 なし
法人住民税システム上登録した異動内容にあわせ

て事業年度を手入力で設定できること。
⑤：過剰な要件

事業年度が何を指しているか不明瞭である。

項番の分類が基本情報登録・修正であるため、項番1.1.1の基本情報管理の「決算期

（半年決算法人の管理を含む）又は事業年度」を指しているのか。

申告書登録時の事業年度を指しているのであれば、実装しない機能とされている項番

2.2.17の前半部分と重複するのではないか。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 修正 共有・報告 連番1595と同じ意見のため割愛。 ー 意見なし 問題ありません。 特になし 同上。 ー 意見無。 割愛 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2034 81 法人住民税 2.1.6. 1 ②：要件変更 ①：新規意見

予定申告書の一括作成（プレ申告データを含む）

は、以下に該当する法人を自動的に対象とできるこ

と。対象は普通法人のみとする。

・前事業年度の法人税法の規定によって計算した法

人税額（使途秘匿金の支出がある場合の法人税

額の加算額、土地譲渡税額等及び特別控除取戻

税額税額控除超過額相当額等の加算額を除

く。） ÷ 前事業年度の月数（端数切上） ×６

（※注） > 10万

　※注　通算子法人の場合は、当該事業年度開始

の日から法第321条の８第１項又は第２項に規定

する６月経過日の前日までの期間の月数（暦に

従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

これを１月とする。）が６以外であるときは、「６」を

当該月数に読み替える。

＜項番2.1.6／枝番1／実装類型：実装すべき

＞

予定申告書の一括作成（プレ申告データを含む）

は、以下に該当する法人を自動的に対象とできるこ

と。対象は普通法人のみとする。

・前事業年度の法人税法の規定によって計算した法

人税額（使途秘匿金の支出がある場合の法人税

額の加算額、土地譲渡税額等及び特別控除取戻

税額税額控除超過額相当額等の加算額を除

く。） ÷ 前事業年度の月数（端数切上） ×６ >

10万

＜項番2.1.6／枝番2／実装類型：実装してもし

なくても良い＞

2.1.6.1の「６」について、通算子法人の場合は、当

該事業年度開始の日から法第321条の８第１項

又は第２項に規定する６月経過日の前日までの期

間の月数（暦に従って計算し、１月に満たない端数

を生じたときは、これを１月とする。）が６以外であ

るときは、「６」を当該月数に読み替える。

⑤：過剰な要件

2.1.1.3の実装類型と矛盾が生じているため。

グループ通算法人制度の開始への対応として、2.1.1.3が追加され、実装類型が「実装して

もしなくても良い」とされているが、2.1.6.1の「※注」の部分も同制度への対応であるため、

2.1.1.3と呼応して該当部分の実装類型は「実装してもしなくても良い」となると考える。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 3 要検討 共有・報告

ご指摘を踏まえて修正いたしますが、連番1138にて、機能要件2.1.1.枝3を実装すべき要件とするか否かをWTで検討いたします。

したがって、実装すべき要件となった場合には現行の記載で変更なしといたします。
ー 意見なし わかりました。 了解いたしました。 ー 意見無。 連番1138にて、既述したとおりです。 変更なし

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

法人住民税WTの検討を経て、実装すべき機能となったため、当該要件の記載は変更なしとい

たします。



2035 82 法人住民税 8.1.3. ⑥：表現の見直し ①：新規意見 当該項番が重複している。

当該項番を枝番の構成にする。

また、検索条件の「市町村内事務所の名称」は

8.1.3.の3番目の要件に統合する。

⑧：業務精度向上

枝番の構成となっていないため。

実装類型で行を分離し枝番を付加する改定が行われているが、当該項番は枝番の構成と

なっていない。また、検索条件の「市町村内事務所の名称」は実装類型が「実装してもしなく

ても良い」であり、8.1.3.の3番目の要件に統合できると考える。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2384 88 法人住民税 1.1.1. 1 ②：要件変更 ①：新規意見

法人設立（設置）届、異動届及び申告書等に基

づき、以下の法人基本情報を登録できること。

＜法人基本情報＞

　～略～

・法人区分（普通法人、公益法人　等）

・組織区分（株式会社、有限会社　等）

　～略～

法人設立（設置）届、異動届及び申告書等に基

づき、以下の法人基本情報を登録できること。

＜法人基本情報＞

　～略～

・法人区分（普通法人、公益法人　等）

・医療法人の持分の定めの有無（医療法人の場合

のみ入力）

・組織区分（株式会社、有限会社　等）

　～略～

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

医療法人の場合、持分の定めの有無により、法人税割、均等割額の税率区分が変更とな

るが、法人が区分の違いを認識しておらず申告誤りも散見されるため、正しく申告されている

かどうかを確認するために、持分の有無を管理項目に加えたい。

【根拠】

医療法人で持分の定めのあるものは、その「資本金等の額」に応じて均等割額を算定し、そ

れ以外の医療法人は「保険業法に規定する相互会社以外の法人で資本金の額又は出資

金の額を有しないもの」の区分の均等割額を適用する。（地方税法第312条第１項）

平成31年３月現在、54,790医療法人のうち、

39,263法人（71.7％）が持分のある医療法人

（厚労省データ（「法人住民税のしくみと実務　七

訂版」より引用））であり、持分の定め「有」⇒「無」

の異動届出が散見される状況である。異動届を提出

されても持分を管理する項目がないため、基本情報

に管理項目を作り管理していくことで、法人の申告誤

りを防止し適正課税につなげる。

　現行システムで実装していないことから、過去の申

告誤りに気づけず、数年分まとめて更正処理を行っ

た事例があることからぜひとも実装したい。また、厚労

省が持分の定め「有」⇒「無」への移行を促進してい

ることから、対象法人が増えることが予想される。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度1 要検討 意見聴取

法人基本情報の管理項目として、「・医療法人の持分の定めの有無（医療法人の場合のみ入力）」を追加する必要性について、WT構成員に確認したく思います。以下の確認事項にご回答ください。

本機能のニーズ及び代替運用の可否について

＜WTでの確認事項＞

①　貴団体の現行システムにて、管理項目として、「・医療法人の持分の定めの有無（医療法人の場合のみ入力）」を管理していますか。

②　（用いている場合）管理項目の名称や分類が「・医療法人の持分の定めの有無（医療法人の場合のみ入力）」と相違があればご教示ください。

（例：「持分あり医療法人」は「財産権のある医療法人」、「持分なし医療法人」は「財産権のない医療法人」を用いている等）

③　（管理項目として用いていない場合）他の機能若しくは管理項目を用いた代替運用を実施していますか。

④　③で代替運用を実施している場合、具体的にご教示ください。

⑤　以下の事務局案に対して、ご意見がございましたらご記載ください。

■事務局検討案

「医療法人の持分の定めの有無」の有無に応じて、異なる税率区分を適用するための対応が当該意見の目的と推察しています。それ故に、「医療法人の持分の定めの有無」を管理項目とせずとも、以下の対応で代替運用が可能

ではないかと考えております。WT構成員の皆様の御所感をご確認させてください。

・医療法人の持分の定め有り：出資金（≒資本金に該当）を有するため、機能要件1.1.1枝1で管理項目として定める資本金の額が該当法人ごとに登録されていれば、それをフラグとして判断が可能。

・医療法人の持分の定め無し：上記の医療法人の持分の定め有り以外のもの（出資金・資本金が登録されていない医療法人）は、持ち分の定めがない「保険業法に規定する相互会社以外の法人で資本金の額又は出資金の

額を有しないもの」として０円で登録する。

①について

管理していません。

②について

管理していないため対象外。

③について

実施していません。

④について

実施していないため対象外。

⑤について

ご提示の案のとおりで判断可能と考えます。

①管理していない

②　ー

③実施している

④システム内のメモ機能に持ち分の定めの有無を入力している

⑤　ー

①管理していない

③実施していない

⑤特になし

①管理していない

③特にしていない

①管理項目として管理していない。

②「基金拠出型（最低税率）」

③④医療法人の持分の定めのない法人は、基本台帳の法人各区

分「医療法人、医療法人社団」を選択し、備考欄に「基金拠出型

（最低税率）」として、資本金の額を0円と入力している。（目検

での判別している。システムで医療持ち分の定めの有無は区別できて

いない。）

⑤特になし

①していない

②-

③していない

④-

⑤特段なし

①　管理していない

②

③　実施している

④　資本金等で判断している

⑤　現在、事務局案のとおりで運用している

①していません

②－

③していません

④－

⑤現行システムにおける運用は、事務局案と同様です。

①について

管理していません。

②について

対象外のため割愛。

③について

実施していません。

④について

対象外のため割愛。

⑤について

ご提示の案のとおりで判断可能と考えます。

①管理項目としては管理していない。

③実施している。

④持ち分有の場合は、資本金の欄に出資金の額を登録している。

持ち分無の場合、資本金０円で登録し、特記欄に均等割額を記

録している。

⑤意見無。

①～④回答を控えます。

⑤異論ございません。

変更なし

WT構成員間でも必要と考える団体が存在しておらず、加えて事務局検討案として提示した代

替運用が可能であることが確認されたため、法人基本情報の管理項目に「医療法人の持分の定

めの有無（医療法人の場合のみ入力）」は追加しないことといたします。

2400 104 法人住民税 2.3.1.

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化

県からの課税標準通知データを現行システムに取り込んだ後、不一致データを紙で出力し、

１件１件手作業で内容の確認を行っているが、非常に手間がかかっている。（R4.5月の課

税標準通知データは約710件あり）

指定都市は非常に処理件数も多いため是非とも実装していただきたい。

毎月発生する左記の業務を効率化するために活

用。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2401 105 法人住民税 2.3.2.

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2402 106 法人住民税 2.3.3.

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2403 107 法人住民税 2.3.4.

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2404 108 法人住民税 2.3.5. 1

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2405 109 法人住民税 2.3.5. 2

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化 同上 同上
③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2406 110 法人住民税 2.3.8

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

①：新規意見 実装してもしなくても良い 実装すべき（政令市要件として） ⑦：業務効率化

毎月出力されるリストから該当する法人を洗い出し、重加算税の税率を確認したうえで計算

書を作成し、収納業務担当へ連絡している。

業務改善のため、実装すべきとしていただきたい。

毎月発生する左記の業務を効率化するために活

用。

（年間約300件）

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2416 120 法人住民税 8.1.3. － ①：要件追加 ①：新規意見

以下の条件で法人を検索できること。

検索条件を指定して、法人を検索できること。検索

条件には以下を含むこととする。

＜検索条件＞

・法人名

・法人名カナ

・法人番号

・法人管理番号

・宛名番号

・所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・支店）

・市町村内事務所の名称

・eLTAX納税者ID

左記に加え、以下の検索条件も含めること。

・法人名（アルファベット）、産業分類、管理番号、

データ番号

⑦：業務効率化

本機能がシステムで実装されない場合、職員が別途Excel等で管理・処理する必要が発生

するが、本団体の規模（人口約150万人）において当該運用をする場合は、職員の作業

時間の増加につながりうる。

「地方公共団体情報システム標準化基本方針【第0.8版】」の地方公共団体の基幹業務

システムの統一・標準化の意義に記載のとおり、自治体システムの標準化の取り組みにより、

住民サービスの向上を目指すところであるが、上記に記載する作業時間の増加は、住民への

丁寧なサービス提供を妨げることとなり、標準化の目指すべき姿とは相反することになる。

このため、本機能について実装の必要性があると考える。

意見の根拠/詳細に記載のとおり、効率的に税業務

を実施するために、本機能の活用を想定している。
④：スクラッチ開発で実装 優先度4 修正 共有・報告

ここで言う法人名は、機能要件1.1.1.に定める以下を指しております。したがって、表記を明確化するために機能要件1.1.1.と同様の記載として改めます。

・法人名（漢字・カナ・ひらがな・英数字）

以下の項目は運用想定が不明であるため、検索条件に追加しないこととします。

・産業分類

・管理番号

・データ番号

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2418 122 法人住民税 ー ①：要件追加 ①：新規意見 (データ連携に関する追加要件)

関連する他業務（固定資産税、軽自動車税、事

業所税、収滞納等）で必要となる税務情報（法

人宛名情報等）を各業務に連携できること。

⑦：業務効率化 同上 同上 ④：スクラッチ開発で実装 優先度4 9 ○ 修正 共有・報告

法人住民税の機能要件8.3.1.2にて既に定義しております。

なお、要件の考え方・理由に関しては、デジタル庁の検討状況を反映する必要性から以下のとおり記載を改めたく思います。

「法人住民税システムで異動登録した法人の宛名を、税目共通の宛名管理システムへ上書きする（法人課税優先の考え方）ことについて、必須とすべきとの意見も多くみられる一方で、他業務で異なる送付先を登録できるなど、

他業務との調整が必要になることから、慎重にすべきとの意見も見られた。これについて、地域情報プラットフォームでは、書込み型のAPIを定義していないことから、実装してもしなくても良い機能とした。デジタル庁が作成する機能別

連携仕様に定める内容を参照するが、実装時のシステム構成を拘束する趣旨では無いため、実装してもしなくても良い機能として位置付けている。」

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2871 134 法人住民税 2.3.6.

⑤：実装類型変更

（実装してもしなくても

良い/実装しない→実

装すべき）

②：前回記載意見
法人税における重加算税対象税額が管理でき、収

納管理システムへ連携されること。
（実装してもしなくても良い→実装すべきとする） ⑧：業務精度向上

課税標準額通知データがeLTAXデータでの通知に統一されることを見据え、適正な課税と市

町村による取扱いの差異をなくすために取込機能は必須とするべきである。

eLTAXからデータを抽出して、手動で課税データと内

容チェックを行っているところ、システムで行うことができ

る。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 13 修正 共有・報告

2.3. 都道府県連携・申告是認で定義する機能については、実装してもしなくても良い機能として位置付けます。

但し、要件を整理している意図を明確化するために、以下の記載を追加します。

機能要件２.３.１　課税標準額通知データによる申告是認（一括処理）

要件の考え方・理由

『機能要件2.3. 都道府県連携・申告是認に関しては、基礎自治体が都道府県からeLTAX経由で受領した課税標準額通知データ（紙媒体）自体をもって管理することで代替運用が達成できる状況であり、かつ現時点で全て

の都道府県がeLTAXを経由して課税標準額通知を送付している訳ではない事情も鑑みて、実装してもしなくても良い機能として整理している。全都道府県がeLTAXを経由して、基礎自治体宛てに課税標準額通知を送付する

運用が確認された場合には、当該機能を実装すべき機能として整理することも検討する。』

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3103 137 法人住民税 2.2.31. ①：要件追加 ①：新規意見 ー

実装すべき

外国法人の法人税割額に関する計算書(第20号

様式別表１の２)の各項目を管理(設定・保持・修

正)できること。

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

第20号様式に保有していない項目を管理するため。

記載要領においても、外国法人の場合は第20号様式の①～⑥、⑦、⑨、⑩を記載しない

ようになっています。

外国法人の場合、計算書の入力をします。 ④：スクラッチ開発で実装 優先度1 5 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、機能要件2.2.28.を以下のとおり改めます。

旧：第20号様式に規定する摘要欄の各種項目を管理（設定・保持・修正）できること。以下の情報についても管理（設定・保持・修正）できること。・・・（続）

新：第20号様式（第20号様式別表１及び第20号様式別表1の2を含む）に規定する摘要欄の各種項目を管理（設定・保持・修正）できること。以下の情報についても管理（設定・保持・修正）できること。・・・（続）

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3104 138 法人住民税 2.2.31. ①：要件追加 ①：新規意見 ー

実装すべき

通算法人又は通算法人であった法人の課税標準と

なる法人税額に関する計算書(第20号様式別表

１)の各項目を管理(設定・保持・修正)できること。

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

第20号様式に保有していない項目を管理するため。

記載要領においても、通算法人及び通算法人であった法人の場合は第20号様式の①～④

を記載しないようになっています。

通算法人及び通算法人であった法人の場合、計算

書の入力をします。
④：スクラッチ開発で実装 優先度1 5 5 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、機能要件2.2.28.を以下のとおり改めます。

旧：第20号様式に規定する摘要欄の各種項目を管理（設定・保持・修正）できること。以下の情報についても管理（設定・保持・修正）できること。・・・（続）

新：第20号様式（第20号様式別表１及び第20号様式別表1の2を含む）に規定する摘要欄の各種項目を管理（設定・保持・修正）できること。以下の情報についても管理（設定・保持・修正）できること。・・・（続）

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3105 139 法人住民税 2.2.36 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 ・法人税の更正・決定や申告から２年以内 ・法人税の更正・決定や期限後申告から２年以内

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

地方税法第17条の６第３項の記載との整合性から。 ー ④：スクラッチ開発で実装 優先度1 9 修正 共有・報告

意見発出元団体の指摘を踏まえて、本要件の記載を明確化するために、以下のとおり修正いたします。

旧：法人税の更正・決定や申告から２年以内

新：法人税の更正・決定や期限後申告・修正申告から２年以内

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3106 140 法人住民税 3.1.9 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 ・法人税の更正・決定や申告から２年以内 ・法人税の更正・決定や期限後申告から２年以内

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

地方税法第17条の６第３項の記載との整合性から。 ー ④：スクラッチ開発で実装 優先度1 9 修正 共有・報告

意見発出元団体の指摘を踏まえて、本要件の記載を明確化するために、以下のとおり修正いたします。

旧：法人税の更正・決定や申告から２年以内

新：法人税の更正・決定や期限後申告・修正申告から２年以内

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3169 法人住民税 2.1.6. 1 ②：要件変更 ①：新規意見

予定申告書の一括作成（プレ申告データを含む）

は、以下に該当する法人を自動的に対象とできるこ

と。対象は普通法人のみとする。

・前事業年度の法人税法の規定によって計算した法

人税額（使途秘匿金の支出がある場合の法人税

額の加算額、土地譲渡税額等及び税額控除超過

額相当額等の加算額を除く。） ÷ 前事業年度の

月数（端数切上） ×６（※注） > 10万

　※注　通算子法人の場合は、当該事業年度開始

の日から法第321条の８第１項又は第２項に規定

する６月経過日の前日までの期間の月数（暦に

従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

これを１月とする。）が６以外であるときは、「６」を

当該月数に読み替える。

＜項番2.1.6／枝番1／実装類型：実装すべき

＞

予定申告書の一括作成（プレ申告データを含む）

は、以下に該当する法人を自動的に対象とできるこ

と。対象は普通法人のみとする。

・前事業年度の法人税法の規定によって計算した法

人税額（使途秘匿金の支出がある場合の法人税

額の加算額、土地譲渡税額等及び税額控除超過

額相当額等の加算額を除く。） ÷ 前事業年度の

月数（端数切上） ×６ > 10万

＜項番2.1.6／枝番2／実装類型：実装してもし

なくても良い＞

2.1.6.1の「６」について、通算子法人の場合は、当

該事業年度開始の日から法第321条の８第１項

又は第２項に規定する６月経過日の前日までの期

間の月数（暦に従って計算し、１月に満たない端数

を生じたときは、これを１月とする。）が６以外であ

るときは、「６」を当該月数に読み替える。

⑤：過剰な要件

2.1.1.3の実装類型と矛盾が生じているため。

グループ通算法人制度の開始への対応として、2.1.1.3が追加され、実装類型が「実装して

もしなくても良い」とされていますが、2.1.6.1の「※注」の部分も同制度への対応であるため、

2.1.1.3と呼応して該当部分の実装類型は「実装してもしなくても良い」となると考えます。

なし

＜誤植？＞

2.1.6.の機能名称が抜けています。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 3 要検討 共有・報告

ご指摘を踏まえて修正いたしますが、連番1138にて、機能要件2.1.1.枝3を実装すべき要件とするか否かをWTで検討いたします。

したがって、実装すべき要件となった場合には現行の記載で変更なしといたします。
ー 意見なし わかりました。 特になし 了解いたしました。 ー 意見無。 連番1138にて、既述したとおりです。 要検討

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

法人住民税WTの検討を経て、実装すべき機能となったため、当該要件の記載は変更なしとい

たします。



3176 法人住民税 2.1.6. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

※注　通算子法人の場合は、当該事業年度開始

の日から法第321条の８第１項又は第２項に規定

する６月経過日の前日までの期間の月数（暦に

従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

これを１月とする。）が６以外であるときは、「６」を

当該月数に読み替える。

※注として追記されている部分について、

”６以外であるときは～”と記載されているので必ず６になるということでしょうか。

判断が難しいので具体的な説明資料（事例）を提示いただけないでしょうか。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 修正 共有・報告

【要件の修正】

必ず６となる訳ではなく、６以外の月数の場合には、当該月数に読み替えるための要件でございます。

以下のとおり記載を改めます。

「※注　通算子法人の場合は、当該事業年度開始の日から法第321条の８第１項又は第２項に規定する６月経過日の前日までの期間の月数（暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）

が６以外であるときは、「６」を当該月数　当該事業年度開始の日から法第321条の８第１項又は第２項に規定する６月経過日の前日までの期間の月数に読み替える。」

【制度に関わる前提事項】

従前から、中間申告は、事業年度の期間が６月を超える場合に、事業年度開始から６ヶ月経過時に前年の税額をもとに計算した金額を申告納付するものであるが、通算子法人が既にある通算グループに加入した最初の事業年

度に限っては６ヶ月経過時にならない場合が生じる。

通算子法人の通算加入する際は、加入日の前日までで単体事業年度が一度切れて、通算加入日から通算子法人としての事業年度が開始することとなるが、この事業年度中の中間申告については、子法人の事業年度開始から

６月経過時点ではなく、その親法人の事業年度開始から６月を経過した時点で申告が必要となる。

【具体的な事例】

親法人A社が３月決算、子法人B社が１２月決算。子法人B社は令和４年７月１日に親法人A社のグループへと加入した場合、親法人A社は令和４年４月から６ヶ月が経過した令和４年９月末までの分を令和４年１１

月末までに中間申告することとなる。この場合、子法人B社もこの親法人A社の中間申告のスケジュールに引っ張られることとなり、グループへ加入した令和４年７月１日から令和４年９月末までの３ヶ月分を、同じく令和４年１

１月末までに申告することとなる。

上記のような事例にも標準システムとして対応するために、当該要件を定義していた次第です。

【補足情報】

なお、参考資料として、申告書記載の手引きがございます。こちらも最新版を総務省にて更新作業中でございます。

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3207 法人住民税 1.1.1. 1 ⑥：表現の見直し ②：前回記載意見

1.1.1. 法人基本情報管理

・申告期限延長月数（0月／1月／2月／3月以

上）

※3月以上の延長申告月数についても入力ができ、

延長後の申告期限が計算がされること。

・申告期限延長月数（0～12の月数） ⑧：業務精度向上

前回意見照会時に３か月を超える場合の延長申告期限が求められないという意見から※の

記載が追加されたものと想定しております。

修正の方針として、※の記載ではなく、（0月／1月／2月／3月以上）の指定が残ってい

ることで、この４種しか選択できないという意味合いにとれてしまうため、（0月／1月／2月

／3月以上）についての表現見直しが必要です。

こちらはデジタル庁様でデータ要件化されるにあたり括弧（）内の記載はコード一覧にてコード

化されおり、実際に「延長区分」が該当しております。

この場合、「３月以上」というコードが定義されると、それが３，４，５...など何月延長され

ているかが読み取れず、延長後の申告期限が算出できないことから、表現の見直しをお願い

するものです。

（実務上５か月以上くらいになると設定されることはほぼ無い想定ですが、わかりやすい月数

の表現として0～12としております）

申告期限を取得する処理全般で使用します。

＜関連意見＞

20211203【ご回答】_09-2_【APPLIC取りまと

め】_1.0版への疑義事項及びその他意見_法人住

民税.xlsxのNo.3

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度3 修正 共有・報告

ご指摘を踏まえて、以下の要件へと記載を改めます。

なお、※書きの内容は要件で３月以上の月数が入力可能としている本旨のため、現状の記載を残します。

・申告期限延長月数（0～12の月数）

※3月以上の延長申告月数についても入力ができ、延長後の申告期限が計算がされること。

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3208 法人住民税 1.1.8. 2 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 また、法人税割課税に対応できること。
課税区分に「法人税割課税」を登録し、法人税割

課税に対応できること。
⑧：業務精度向上

1.1.8.2にて法人税割課税は実装してもしなくてもいい機能となりましたが、1.1.8.1にて課

税区分から削除されております。

これは1.1.8.2を実装する場合、課税区分として法人税割課税は管理不可で、別で何らか

の区分を設けることという意味合いになりますでしょうか。

それとも1.1.8.2は課税区分として管理してもいいという意味合いを含んでいるのでしょうか。

課税区分に含まれない場合、データ要件上での法人税割課税を示す項目の追加が別途必

要になる認識です。

課税免除については「課税区分に「課税免除」を登録できること。」という明確な記載になっ

ていますので、「法人税割課税」について課税区分での管理可否についてわかりやすい記載へ

の修正を提案するものです。

法人税割課税の管理方法について、課税区分で管

理する運用を想定しています。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 6 修正 共有・報告 ご指摘のとおり修正いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3209 法人住民税 1.1.16. 1 ②：要件変更 ①：新規意見

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

通算親法人の法人名、所在地、通算開始日、事

業年度及び当該通算子法人の通算加入日を直接

入力できること。

...

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

連結親法人の法人名、所在地並びに連結開始日

及び当該連結子法人の連結加入日を直接入力で

きること。

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

通算親法人の法人名、所在地、通算開始日、事

業年度及び当該通算子法人の通算加入日を登録

できること。

...

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

連結親法人の法人名、所在地並びに連結開始日

及び当該連結子法人の連結加入日を登録できるこ

と。

⑧：業務精度向上

変更前の記載として「～を登録できること。」とありましたが、2.0版案では「～直接入力でき

ること。」という内容に変わっています。

第2.0版への改訂理由からは何故この表現に変わったかが読み取れません。

この表現では、支店や税理士のように宛名管理システムに登録し、宛名番号で紐づけるとい

うような仕様は許可されず、法人基本情報にて法人名や所在地を直接入力で管理すべきと

いう意味合いにとれます。

直接入力すべき明確な理由がない場合は、元の「～を登録できること。」という表現に戻して

いただくようお願いいたします。

通算・連結の該当法人がシステムに登録されていな

い場合は、宛名管理システムへ法人情報を登録し、

宛名管理番号で紐づけて管理する運用を想定して

おります。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて「登録できること。」に修正いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。

管理番号を利用しての入力と、直接入力の両方が可能であるという

意味であれば、「登録できること」に修正することに問題はないと考え

ます。

問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3210 法人住民税 1.1.16. 2 ②：要件変更 ①：新規意見

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

通算子法人の法人名、所在地及び通算加入日を

直接入力できること。

...

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

連結子法人の法人名、所在地及び連結加入日を

直接入力できること。

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

通算子法人の法人名、所在地及び通算加入日を

登録できること。

...

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

連結子法人の法人名、所在地及び連結加入日を

登録できること。

⑧：業務精度向上

変更前の記載として「～を登録できること。」とありましたが、2.0版案では「～直接入力でき

ること。」という内容に変わっています。

第2.0版への改訂理由からは何故この表現に変わったかが読み取れません。

この表現では、支店や税理士のように宛名管理システムに登録し、宛名番号で紐づけるとい

うような仕様は許可されず、法人基本情報にて法人名や所在地を直接入力で管理すべきと

いう意味合いにとれます。

直接入力すべき明確な理由がない場合は、元の「～を登録できること。」という表現に戻して

いただくようお願いいたします。

通算・連結の該当法人がシステムに登録されていな

い場合は、宛名管理システムへ法人情報を登録し、

宛名管理番号で紐づけて管理する運用を想定して

おります。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて「登録できること。」に修正いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 同上。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3211 法人住民税 2.2.9. 1 ②：要件変更 ①：新規意見

2.2.9.申告入力（共通）

均等割税率については、法人基本情報をもとに自動

計算できること。法人税割税率については、当該申

告法人の事業年度に合わせて自動設定できること。

均等割税率について、法人基本情報から取得した

均等割税率を自動表示できること。

法人税割税率については、当該申告法人の事業年

度に合わせて自動設定できること。

ただし、修正申告・更正・更正の請求の際は、元と

なる申告の税率を自動表示すること。

また、申告の資本金の額・従業者数等が変わる場

合は、変更後の情報をもとに税率の再取得が行える

こと。

⑧：業務精度向上

記載の仕様について、確定申告等の初期表示時には問題ありませんが、過事業年度の修正

申告・更正の際には元となる申告を参照する必要があります。

また、資本金や従業者が変わったときや、法人基本情報ではなく申告情報を参照して再取

得する必要があることから変更を提案するものです。

具体例として、過事業年度の修正申告・更正・更正の請求の際には元となる申告を参照す

る件について、例として以下の申告の登録があっていたとします。

例）

事業年度　　　　申告区分　均等割税率

R3.4.1～R4.3.31　確定　　　３号法人

R2.4.1～R3.3.31　確定　　　1号法人

最新の申告により法人基本情報の均等割税率は３号法人。

この状態でR2.4.1～R3.3.31の確定に対して修正申告があった場合、法人基本情報を参

照すると３号法人となってしまいます。R2.4.1～R3.3.31の確定申告当時は１号法人で

あるため、修正申告・更正・更正の請求の際には元申告を参照するのが運用上正となりま

す。

また、申告の資本金の額・従業者数等が変わる場合は、変更後の情報をもとに税率の再取

得を行う件について、法人基本情報から自動計算できるのは初期表示時であり、申告により

従業者数などが変わるときは申告内容に合わせた均等割の号数を自動取得させる必要があ

ります。

税率の取得については常に最新の状態から自動取

得を行う運用が必須となります。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 修正 共有・報告

ご指摘のとおり反映いたします。

「均等割税率について、法人基本情報から取得した均等割税率を自動表示できること。

法人税割税率については、当該申告法人の事業年度に合わせて自動設定できること。

ただし、修正申告及び更正（※）の際は、元となる申告の税率を自動表示すること。

また、申告の資本金の額・従業者数等が変わる場合は、変更後の情報をもとに税率の再取得が行えること。」

※当初意見であった「更正の請求」の文言は削除とします。

（更正事由であり、申告区分ではないため）

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。

項番を以下のとおりに分けるべきと考えます。

「均等割税率について、法人基本情報から取得した均等割税率を

自動表示できること。

ただし、修正申告及び更正の際は、元となる申告の税率を自動表

示すること。

また、申告の資本金の額・従業者数等が変わる場合は、変更後の

情報をもとに税率の再取得が行えること。」

「法人税割税率については、当該申告法人の事業年度に合わせて

自動設定できること。

ただし、修正申告及び更正の際は、元となる申告の税率を自動表

示すること。

また、申告の資本金の額・従業者数等が変わる場合は、変更後の

情報をもとに税率の再取得が行えること。」

修正
左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

なお、項番の分け方に係るご意見も踏まえて、機能要件への反映を検討します。

3229 法人住民税 1.1.1. ②：要件変更 ①：新規意見

1.1.1.法人基本情報管理

法人設立（設置）届、異動届及び申告書等に基

づき、以下の法人基本情報を登録できること。

＜法人基本情報＞

　…

・通算親法人名/連結親法人名、通算親法人所在

地/連結親法人所在地、通算親子区分/連結親子

区分（親法人／子法人）、通算加入（開始）年

月日及び通算離脱（終了）年月日/連結開始

（加入）年月日及び連結離脱（終了）年月日、

通算親法人事業年度

法人設立（設置）届、異動届及び申告書等に基

づき、以下の法人基本情報を登録できること。

＜法人基本情報＞

　…

・通算親法人名/連結親法人名、通算親法人所在

地/連結親法人所在地、通算親子区分/連結親子

区分（親法人／子法人）、通算加入（開始）年

月日及び通算離脱（終了）年月日/連結開始

（加入）年月日及び連結離脱（終了）年月日、

通算親法人の事業年度又は決算期

⑧：業務精度向上

法人基本情報の管理項目の一つに、「・決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業

年度」がありますが、

通算親法人においても事業年度だけでなく決算期の管理も可能とすべきと思います。

通常の法人と同様に通算法人においても決算期管

理を可能とする。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 修正 共有・報告 ご指摘のとおり反映いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3230 法人住民税 1.1.16. ②：要件変更 ①：新規意見

1.1.16.通算法人管理及び連結法人管理

（通算法人管理)

通算子法人の法人基本情報の修正画面から関連

法人を検索する機能を有し、該当法人を親法人と

して登録できる機能。

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

通算親法人の法人名、所在地、通算開始日、事

業年度及び当該通算子法人の通算加入日を直接

入力できること。

（通算法人管理)

通算子法人の法人基本情報の修正画面から関連

法人を検索する機能を有し、該当法人を親法人と

して登録できる機能。

該当法人がシステムに登録されていない場合には、

通算親法人の法人名、所在地、通算開始日、事

業年度又は決算期及び当該通算子法人の通算加

入日を直接入力できること。

⑧：業務精度向上

法人基本情報の管理項目の一つに、「・決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業

年度」がありますが、

通算親法人においても事業年度だけでなく決算期の管理も可能とすべきと思います。

通常の法人と同様に通算法人においても決算期管

理を可能とする。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 修正 共有・報告 ご指摘のとおり反映いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3231 法人住民税 2.2.41. 2 ②：要件変更 ①：新規意見

通算子法人における予定申告の申告期限及び納期

限は、当該通算親法人の事業年度の６月経過日

から２月で設定し、税額計算ができること。

1.1.16.1.で関連付けした通算親法人の事業年度

を参照するほか、法人申告単位での手動による設定

も許容される。

通算子法人における予定申告の申告期限及び納期

限は、当該通算親法人の事業年度の６月経過日

から２月で設定し、税額計算ができること。

1.1.16.1.で関連付けした通算親法人の事業年度

又は決算期を参照するほか、法人申告単位での手

動による設定も許容される。

⑧：業務精度向上

法人基本情報の管理項目の一つに、「・決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業

年度」がありますが、

通算親法人においても事業年度だけでなく決算期の管理も可能とすべきと思います。

通常の法人と同様に通算法人においても決算期管

理を可能とする。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 修正 共有・報告 ご指摘のとおり反映いたします。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3232 法人住民税 1.1.1. 1 ②：要件変更 ①：新規意見 ⑦：業務効率化

要件の考え方・理由に「総務省が定める中間標準レイアウト仕様v2.7には、親法人が協同

組合かどうか等のコード区分もあるが、実務上の必要性に鑑みて定義なしとした。連結法人に

ついても同じ。」とありますが、

これらの区分は第二十号様式別表一（課税標準となる個別帰属法人税額又は法人税額

に関する計算書）に記載が必要となる項目と認識しております。（なお、そもそもにはなるの

ですが、機能要件2.2.54.には「eLTAXから、各種申告書別表データを取り込めること。」と

ありますが、画面からのオンライン入力に対して別表に関する機能要件がないように思えまし

た。

※該当するとすれば、2.2.1.1（、2.2.31.1、2.2.32.1）と考えております。）

以上を鑑みて、再度「親法人が協同組合かどうか等のコード区分」について、本当に不要な

コードかどうかご検討いただけませんでしょうか。

第二十号様式別表一（課税標準となる個別帰属

法人税額又は法人税額に関する計算書）にて「親

法人が協同組合かどうか等のコード区分」に対して登

録可能としたり画面初期表示を行うなどして、業務

効率を高める。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 5 5 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、機能要件2.2.28.を以下のとおり改めます。

旧：第20号様式に規定する摘要欄の各種項目を管理（設定・保持・修正）できること。以下の情報についても管理（設定・保持・修正）できること。・・・（続）

新：第20号様式（第20号様式別表１及び第20号様式別表1の2を含む）に規定する摘要欄の各種項目を管理（設定・保持・修正）できること。以下の情報についても管理（設定・保持・修正）できること。・・・（続）

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3233 法人住民税 2.1.1. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

決算年月と関連付けされた作成年月日を保持する

場合は、決算月の替わりに当該項目により指定する

ことを許容する。

決算年月と関連付けされた日付を抽出条件とする

場合は、決算月の替わりに当該項目により指定する

ことを許容する。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

「決算年月と関連付けされた日付」は、申告書・納付書を作成するための

基準となる日付ではあるが、必ずしもデータベースに保持・管理されなくてはならない項目では

ないため。

出力対象とする申告書の決算年月を担当者が算出

する必要がなくなる。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度4 1 修正 共有・報告

地方団体からのご意見も踏まえて、以下のとおり要件の記載を改めさせていただきます。

「決算期と関連付けされた申告書作成予定日を保持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定することを許容する。」

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3236 法人住民税 2.1.1. 3 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

2.1.1.申告書、納付書作成（一括処理）

通算子法人の予定・中間申告書については、当該

通算親法人の事業年度開始日等を基に自動判定

して作成対象とできること。

2.1.2.

通算法人の予定・中間申告書については、通算親

法人の決算年月等を基に自動判定して作成対象と

できること。

⑧：業務精度向上

今回第2.0版（案）にて、以下の要件が追加されていますが、2.1.1.3は申告書作成、

2.1.2.3は納付書作成に関する記載と考えて問題ないでしょうか？

また、それぞれで「事業年度開始日等」と「決算年月等」など、記載内容が少し異なります

が、何か理由がありましたらご教示いただければと思います。

2.1.1.3

通算子法人の予定・中間申告書については、当該通算親法人の事業年度開始日等を基

に自動判定して作成対象とできること。

2.1.2.3

通算法人の予定・中間申告書については、通算親法人の決算年月等を基に自動判定して

作成対象とできること。

③：現行システムでは使用し

ていない機能
優先度4 修正 共有・報告

御認識のとおり、2.1.1.3は申告書作成、2.1.2.3は納付書作成に関する機能要件となります。

「事業年度開始日等」と「決算年月等」で記載内容を分かれておりましたが、ご指摘を踏まえて「決算年月等」にて統一いたします。

2.1.1.3

通算子法人の予定・中間申告書については、当該通算親法人の事業年度開始日等決算年月等を基に自動判定して作成対象とできること。

2.1.2.3

通算法人の予定・中間申告書については、通算親法人の決算年月等を基に自動判定して作成対象とできること。

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3283 法人住民税 2.1.1. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

2.1.1. 申告書、納付書作成（一括処理）

指定した決算年月の法人を対象に、申告書を一括

で作成できること。

＜一括出力対象＞

・予定申告書（第20号の３様式）

・確定申告書（第20号様式）

・均等割申告書（第22号の３様式）

決算年月と関連付けされた作成年月日を保持する

場合は、決算月の替わりに当該項目により指定する

ことを許容する。

「決算年月と関連付けされた作成年月日」という意

味を明確にする表現へ変更する。
⑧：業務精度向上

「決算年月と関連付けされた作成年月日」というのは具体的にどのようなものを指すのか、内

容を明確に定義されなければ実装が困難であるため。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 1 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、「決算年月と関連付けされた申告書作成予定日」に改めます。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3287 法人住民税 2.2.9. 2 ②：要件変更 ②：前回記載意見

2.2.9.申告入力（共通）

・課税免除の対象となる法人は、申告登録の際にア

ラートとすることができること。処理の継続もできること

・課税免除の対象となる法人は、申告登録の際にア

ラートとすることができること。処理の継続もできるこ

と。

・非課税法人については入力時にエラー又はアラート

を出力すること。

⑧：業務精度向上

【APPLIC取りまとめ】_1.0版への疑義事項及びその他意見_法人住民税_GitHUB

等.xlsx

疑義事項及びその他意見（GitHub）シートNo.226

「法人基本情報の法人区分等の登録内容から、非課税や均等割の最低税率適用を判断

し、」とありますが、非課税法人については申告義務がありませんので、何を判断し、何を自動

設定すればよいのかご教示ください。

弊社としては「実装してもしなくてもいい機能」に記載の課税免除と同様のアラート機能を、

非課税についても行うこととしたかったのではないかと推測しております。」

という意見に対し、

「ご意見のとおり、非課税であれば、入力できない（あるいは注意喚起）ような制御で差し

支えありません。

・非課税法人については入力時にエラー又はアラートを出力すること。」

と回答があっております。

非課税法人に対する仕様についても明記いただくようお願いします。

非課税法人について、入力前に注意を促す運用を

想定している。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度3 修正 共有・報告

ご指摘のとおり修正を反映いたします。

併せて、エラー・アラート参考資料へも反映いたします。
問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。

「課税免除の対象となる法人」の意味するところが不明ですが、公共

法人などの非課税法人についてエラー又はアラートを出力する、という

ことであれば、了解いたしました。

問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3293 法人住民税 2.1.2. 1 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

2.1.2. 申告書、納付書作成（一括処理）

指定した決算期の申告書に対応する納付書（第

22号の４様式）を一括で作成できること。

確定申告について、申告期限の延長が登録されてい

る法人には、申告書用と見込納付用の2部を同時

に出力できること。

＜一括出力対象＞

・予定申告書用

・確定申告書用

・見込納付用

・均等割申告書用

決算期と関連付けされた作成年月日を保持する場

合は、決算月の替わりに当該項目により指定するこ

とを許容する。

「決算年月と関連付けされた作成年月日」という意

味を明確にする表現へ変更する。
⑧：業務精度向上

「決算年月と関連付けされた作成年月日」というのは具体的にどのようなものを指すのか、内

容を明確に定義されなければ実装が困難であるため。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している機能
優先度2 1 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、「決算年月と関連付けされた納付書作成予定日」に改めます。 問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

総務省

より追加
法人住民税 1.1.10. ⑥：表現の見直し

要件の考え方・理由

・・・なお、送付先が適用される外部帳票について

は、更正決定通知書等は必ず法人の所在地が出

力される仕様、いずれの外部帳票も法人基本情報

に登録した送付先が必ず出力される仕様など、現状

のパッケージシステムによる実装状況に差があることが

確認できたが・・・

要件の考え方・理由

・・・なお、送付先が適用される外部帳票について

は、更正決定通知書等は必ず法人の所在地が出

力される仕様、いずれの外部帳票も法人基本情報

に登録した送付先が必ず出力される仕様など、現状

のパッケージシステムによる実装状況に差があることが

確認できたが・・・

①：地方税法（法

律・政令・省令）への

準拠・外部機関

（eLTAX 等）への対

応

令和4年度法改正により、更正決定通知書等を関与税理士等が代理受領できることが明

確化されたため、「更正決定通知書等は必ず法人の所在地が出力される仕様」とする出力

制御は望ましくないため、削除する。

法改正の明確化を通じて、更正決定通知書の受領

が法人に限られなくなる運用が想定されるため、「必

ず法人の所在地が出力される」旨の記載を削除とす

る。

修正 共有・報告

【当該修正箇所は、総務省（事務局）からの共有事項として追加させていただいております。】

機能要件1.1.10.要件の考え方・理由に関する記載を以下のとおり修正します。

「・・・なお、送付先が適用される外部帳票については、更正決定通知書等は必ず法人の所在地が出力される仕様、いずれの外部帳票も法人基本情報に登録した送付先が必ず出力される仕様など、現状のパッケージシステムに

よる実装状況に差があることが確認できたが・・・（続）」

（理由）

令和4年度法改正により、更正決定通知書等を関与税理士等が代理受領できることが明確化されたため、「更正決定通知書等は必ず法人の所在地が出力される仕様」とする出力制御は望ましくないため、削除する。

問題ありません。 意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし 問題ありません。 了解いたしました。 問題ありません。 意見無。 異論ございません。 修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。


